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(c) 業務の目的 

北海道から九州に至る日本海側の地形特性に対応した津波堆積物の新たな認定手法も

含めた検討と履歴・遡上範囲の解析を行う。地層に記録された津波堆積物の認定と解析は、

歴史記録以前の津波発生履歴と規模を記録した指標としても非常に有効である。これらの

広範囲での津波履歴と内陸部への分布解析を行うことにより、歴史時代以前における津波

波源の推定につながる基礎資料を得ることを目的とする。 
 
(d) 8 ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 
 1) 平成 25 年度： 

新潟・北陸地域を対象として、ボーリング、定方位地層抜き取り装置による調査、露頭

調査などを行い、試料について層相、年代、古環境（珪藻）などを解析した。 
 

  2) 平成 26 年度： 
引き続き新潟・北陸地域を対象として、ボーリング・定方位地層抜き取り装置による調

査、露頭調査などを行い、試料について層相・年代・古環境（珪藻）などを解析した。 



 

 121 

  3) 平成 27 年度： 
山陰地域（京都府、兵庫県、鳥取県、島根県）の日本海沿岸の海岸平野において、浅層

を対象としたボーリング調査や海岸露頭の調査を行った。ボーリング調査の試料は層相、

年代や粒度組成などを解析して、イベント堆積物（異地性堆積物）を認定し、複数のイベ

ント堆積物が挟在していることを明らかにした。また、これらの堆積物について歴史地震

による津波を含め、津波による堆積物である可能性を検討した。 
 

  4) 平成 28 年度： 
山陰・九州地方を対象として、ボーリング・定方位地層抜き取り装置による調査、露頭

調査などを行い、試料について層相・年代・古環境（珪藻）などを解析した。 
 

 5) 平成 29 年度： 
東北地方北部から北海道地域の日本海沿岸の海岸平野において、海岸露頭の調査や浅層

を対象としたボーリング調査を行った。採取した試料は、層相、年代や粒度組成などを解

析して、歴史地震を含めた津波堆積物の認定とその履歴を解析した。 
 

  6) 平成 30 年度： 
引き続き、東北地方北部から北海道地域の日本海沿岸の海岸平野において、海岸露頭の

調査や浅層を対象としたボーリング調査を行った。採取した試料は、層相、年代や粒度組

成などを解析して、歴史地震を含めた津波堆積物の認定とその履歴を解析した。 
 

  7) 平成 31 年度（令和元年度）： 
引き続き、東北地方北部から北海道地域の日本海沿岸の海岸平野において、海岸露頭の

調査や浅層を対象としたボーリング調査を行った。採取した試料は、層相、年代や粒度組

成などを解析して、歴史地震を含めた津波堆積物の認定とその履歴を明らかにした。 
 
 8) 令和 2 年度： 

北海道地域の日本海沿岸の海岸平野において、津波履歴や分布範囲の補足調査を目的と

して浅層を対象としたボーリング調査を行った。採取した試料は、層相、年代、微化石や

粒度組成などを解析して、津波堆積物の認定とその履歴を明らかにした。また、日本海側

全体の津波履歴についてのまとめを行った。 
 
(e) 令和 2 年度業務目的 

北海道地域の奥尻島の日本海沿岸の海岸平野において、地層に記録されたイベント堆積

物から、過去の津波の履歴を解明することを目的とする。このため、浅層を対象としたボ

ーリング調査から、地層に挟在されるイベント堆積物の抽出を行う。これらのイベント堆

積物について、年代測定、粒度組成や微化石分析等を行い津波によるイベント堆積物であ

るかの検討を行う。また、日本海側全体の津波履歴についてのまとめを行う。 
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(2) 令和 2 年度の成果 
(a) 業務の要約 

今年度は、平成 29 年度に実施した北海道地域の奥尻島における津波堆積物調査の補足

として、平成 29 年度にボーリング調査を実施した地区において、津波履歴の確認と谷奥

まで到達した個々の津波堆積物の復元を目的として調査を行った（図 1）。浅層を対象とし

た追加のボーリング調査から、地層に挟在されるイベント堆積物の抽出を行い、認定され

たイベント堆積物について、年代測定、粒度組成等の解析を実施し、津波によるイベント

堆積物であるかの検討を行った。また、この調査を踏まえて、これまで 8 年間の調査に基

づく、日本海沿岸全体の津波履歴についてのまとめを行った。 
 
(b) 業務の実施方法 
 津波堆積物の調査は、津波が襲来する可能性があり、かつ、堆積物が残存できる地形環

境での検討を行う必要がある。このため、沿岸の地形や地形発達史、既存資料に基づく沿

岸の平野を構成する地層の層相などを検討し調査地点を選定した。今回の調査は、平成 29
年度に実施したボーリング調査成果に基づいて（図 2）、より内陸側まで到達した津波堆積

物の実態を解明するため、効果的な地点を選定してオールコアボーリング（深度 10～17 m
程度まで）を行った。採取した試料は、層相の観察・記載を行い、特に、イベント堆積物

の有無に留意して検討を行った。また、イベント堆積物の粒度分析やコアに含まれる植物

片や貝化石片を用いた年代の分析等を行った。 
 
(c) 業務の成果 
 北海道奥尻島の周辺の日本海での津波波源は、日本海における大規模地震に関する調査

検討会 1) によってまとめられている。北海道南部の日本海沿岸は、1993 年北海道南西沖

地震により津波災害を受けている。これまでの調査により、奥尻島南部や対岸の檜山地域

での津波履歴では、数千年前までが対象であった。一方で、平成 29 年度の調査では、奥尻

島南端のワサビヤチ地区において、約 7,000～8,000 年前までの津波履歴を示唆する調査

成果が得られた（図 2）。 
そこで、令和 2 年度の検討は、これまでの検討で実施されている地点よりさらに内陸側

でのボーリング調査を行い、より内陸部まで到達するような津波堆積物の抽出を行った（図

3）。また、日本海側全体の津波履歴についてのまとめを行った。 
 
1) 奥尻島での追加ボーリング調査 
ボーリング試料の解析の結果、既存調査地点より内陸部までの全体の層相変化と津波堆

積物の分布が明らかとなった（図 4）。また、浅層部の津波堆積物に着目した対比図を図 5
に示す。 
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図 1 奥尻島南部でのこれまでの調査 2) と成果 

 

 
図 2 奥尻島ワサビヤチ地区でのこれまでのボーリング調査成果 2),3) 
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図 3 奥尻島ワサビヤチ地区での新規の掘削位置とボーリング試料の層相 

 

 

図 4 ワサビヤチ地区での平成 29 年度試料と本年度のボーリング試料の層相 
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図 5 ワサビヤチ地区でのイベント層の対比 

 
 本年度掘削した 2 地点（OKU4 と OKU5）において、層相を観察した結果、OKU-4 で
は 8 層準、OKU-5 では 7 層準の津波堆積物を認定することができた。津波堆積物の対比

によると、上位より OW-9, OW-10, OW-11, OW-12, OW-13, OW-14, OW-15 の津波堆積物

の内陸部への侵入が明らかとなった（図 5）。このことから、上述の層準の津波堆積物は、

他の層位の津波堆積物と比較して相対的には、より谷奥まで到達するような波高の高い津

波であった可能性がある。 
 

2) 日本海沿岸域の津波環境 
 これまでの調査による各地域での津波堆積物の履歴を明らかにした。それぞれの地区で

の研究による津波履歴は、同一の波源断層の繰り返し性を示しているのではなく、複数波

源による津波であることは自明であるが、各地域単位での津波リスクとして、地方自治体

の津波防災に関する施策や津波のハザードゾーニングにおけるリスク評価の基礎データと

なる。 
 日本海全体として、日本海側での海底活断層の活動履歴を考えた場合、太平洋沿岸のプ

レート境界における津波リスクとは大きく異なる時間規模（繰り返し間隔）、想定津波規模

の周知理解が必要となってくる。本研究は、日本海側の各地区における津波履歴を明らか

にすることで地域の津波リスクを提示した基礎資料の提示を行ってきた。 
 今年度の研究成果を踏まえた日本海沿岸でのこれまでの津波履歴に関する研究を図 6 に

示す。全体には、日本海沿岸での波源断層は、プレート境界とは異なり、活断層としての

活動履歴を示すものと考えられている。従って、同一波源の活動履歴（再来間隔）を知る

ためには、少なくとも約 7,000～8,000 年前までの地層を連続的に採取した上で、津波によ

るイベント堆積物の挟在について包括的に検討する必要がある。これまでの検討では、可
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能な限り約 7,000～8,000 年前までの地層が連続的に解析できる地点の抽出を行いながら、

津波が襲来しうる標高や地形環境での津波履歴の調査を実施してきた（図 6）。 
 

 
図 6 日本海沿岸での津波イベントの分布と対比 

 
 これまでの検討 4),5),6) において、約 7,000～8,000 年前までの地層を採取し、イベント層

の検討を行ってきたのは、北海道・奥尻島、青森県・十三湖、新潟県・岩船潟、新潟県・

佐渡島、新潟県・上越（直江津）、富山県・放生津潟、富山県・氷見、福井県・高浜、鳥取

県・北栄、島根県・隠岐、山口県・下関、長崎県・壱岐であり、この他の多くの地域にお

いては、数千年前までの地層の採取を行い、津波堆積物の有無の検討を行ってきた。この

結果、新潟県以北から北海道沿岸にかけては複数の波源断層が分布していることから、相

対的には同沿岸部での津波堆積物の記録数は多くなっている。これに対して富山湾沿岸以

南では、約 7,000～8,000 年前までの時間間隔で、約 3～4 回未満の津波履歴の頻度である

ことが明らかとなった。富山県以南の海域の活断層の分布からみると、波源断層の分布数

がこれ以北と比較して少なくなっていることからも、約 7,000～8,000 年間での津波堆積

物の記録数が少ないことは調和的結果である。 
 
(d) 結論ならびに今後の課題 

日本海全体での約 7,000～8,000 年間での津波履歴を明らかにしたことは、地域ごとの

津波リスクに対する基礎的な指標の提示となる成果である（図 7）。今後の課題としては、

波源ごとの津波波高分布ならびに浸水想定を合わせた結果を踏まえて、同時性を示す津波

堆積物をもたらした波源断層の推定を行うことが必要となる。例えば、北東北沖の波源断
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層は、山陰地域に比較的高い津波をもたらすという数値解析の結果から、北東北と山陰地

域で同時性が確認できる津波イベントを整理することができる（図 8）。1833 年山形県庄

内沖地震では、山形県南部の沿岸で 5 m 以上の津波高を記録した一方で、能登半島の輪島

で 5 m の津波高となり、島根県隠岐島においても湾奥部での浸水被害が記録されている。

13 世紀、約 1,500 年前と約 2,000 年前に比定される津波イベントも、北東北と山陰地域で

同時性が確認できる。波源断層ごとの津波分布を踏まえると、1983 年日本海中部地震の波

源は、日本海検討会における F24 断層に相当し、同様な津波堆積物の分布を示すのは約

1,500 年前の津波イベントである可能性がある。この対比は推定の段階ではあるが、F24 波

源断層の再来活動間隔を示している可能性がある。 
今後、北東北地域と山陰地域での津波イベントの同時性に着目して、数値計算に基づく

津波堆積物の分布を再現した上での波源断層の特定していく必要がある。この取り組みは、

日本海海域での津波伝播特性（大和堆を経由した伝播）を踏まえた解析事例として有効か

つ検証可能な課題である。また、西南日本の日本海側における波源断層の推定は、海域活

断層の分布や活動頻度が限定的であることから復元できる可能性が高い。 
 

 
図 7 日本海全体での約 7,000～8,000 年間の津波履歴 
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図 8 北東北沖と山陰地域に着目した津波波源の推定 
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(3) 8 ヵ年の成果 
(a)業務の成果 
 本プロジェクトでは、日本海における津波波源断層の分布・断層モデルを明らかにし、

この新たな波源断層モデルに基づいて各地域での津波波高や強震動などの予測を行うこと

を目的としている。一方で、数値計算によって津波波高や浸水分布を明らかにすることが

できるが、津波リスクという防災の観点からは、各地域での津波の履歴（津波が襲来した

年代や襲来した間隔）の把握が重要となってくる。津波履歴の解明は、波源となる断層の

活動履歴を直接的に調査する方法もあるが、一般には海域の断層であるため容易ではない。

このため、沿岸域に襲来した津波が、陸域あるいは沿岸湖沼に運搬した堆積物（津波堆積

物）を認定して、この津波堆積物の年代を明らかにすることで地域ごとの津波の履歴を解

明する手法が一般的である。 
 本プロジェクトにおいても、地域ごとの津波リスクを把握することを目的として津波堆

積物による津波履歴の検討を行った。調査は、北海道から九州までの海岸を対象として、

海岸に露出する露頭における津波堆積物や津波が襲来しうる地形環境と津波堆積物が地層

中に保存される地質環境（沿岸の低湿地、湖沼、内湾など）において実施したボーリング

コア試料に挟在する津波堆積物を検討の対象とした。 
 本プロジェクトに先行した日本海側での堆積物を用いた津波履歴の調査は、青森県十三

湖周辺における検討 1) や秋田沖の日本海盆での津波起源のタービダイト 2) など数例であ

り、対象となる年代幅も数千年前まで程度であった。一方、本プロジェクトでは、北海道

から九州までの沿岸低地等において網羅的な調査を行い、各地域での約 7,000～8,000 年

前までの津波履歴をはじめて明らかにした。 
 
(b)結論ならびに今後の課題 
 約 7,000～8,000 年前までの地層が検討できた地点での津波堆積物による津波履歴（回

数）は、北海道・奥尻島南部：20 回、青森・十三湖：9 回、新潟・佐渡：24 回、新潟・旧

岩船潟：9 回、富山湾沿岸：4 回、福井・高浜：3 回、鳥取・北栄：4 回、山口・下関：2
回、長崎・壱岐：2 回である 3),4),5),6)。新潟県以北から北海道の日本海では、津波波源とな

る断層が多く分布しているため、津波堆積物の記録数が多くなっている。一方、富山湾、

山陰沖や九州沖では、津波波源となる断層が少なく、日本海沿岸域で津波堆積物の記録数

が少ない。本プロジェクトによる堆積物による津波履歴の解明は、日本海沿岸域全体での

はじめての統括的な成果である。 
 今後の課題として、各地域の数千年から約 8,000 年間の津波履歴は明らかとなったが、

個々の津波堆積物をもたらした波源断層を明らかにしていく必要がある。このためには、

各波源断層の数値計算による津波波高分布や内陸側への浸水の程度を把握したうえで、同

時性の高い津波堆積物の分布から、波源を特定していく作業が必要となる。また、津波堆

積物の年代決定精度を向上させ、同時性を検証していくことも課題となる。このような検

討を行うことで、波源ごとの断層（津波）の活動履歴を復元することができる。 
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